
観光の現状と取組について
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我が国が持つ「観光先進国」への可能性

日本という国は、「観光立国」として非常に重要な４つの要素である
「気候」「自然」「食事」「文化」をすべて兼ね備えた世界でも希有な国

「新・観光立国論」デービッド・アトキンソン（小西美術工藝社代表取締役社長）

「気候」スキー・ビーチリゾートを楽しめる風土 「自然」 手つかずの自然、山岳、豊富な動植物

「食」 世界文化遺産の「和食」、質の高い洋食 「文化」 和の伝統文化、現代文化

気候 自然 食 文化
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訪日外国人旅行者の地方部における延べ宿泊者数

出典）宿泊旅行統計調査（観光庁）より作成

【 訪日外国人の地方部における延べ宿泊者数 】

＊地方部とは…三大都市圏以外の道県をいう。
三大都市圏とは、「東京、神奈川、千葉、埼玉、愛知、大阪、京都、
兵庫」の8都府県をいう。

（万人泊）
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○ 地方部における訪日外国人旅行者の延べ宿泊者数は、近年、東アジア諸国を中心に着実に
増加し、２０１９年には約４３００万人泊に上る。
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○ 新型コロナウイルス禍においても訪日意欲は高く、終息後には我が国の公衆衛生レベルの高さ

が大いなるセールスポイント。
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出典：2020年8月『DBJ・JTBF アジア・欧米豪 訪日外国人旅行者の意向調査（2020年度新型コロナ影響度 特別調査）』
（（株）日本政策投資銀行・（公財）日本交通公社）より作成

ポストコロナにおける観光の可能性

衛生面における配慮、
清潔さ、消毒などの

ウイルス対策全般の継続

リーズナブルな
日本食レストランの充実

リーズナブルな
宿泊施設の拡充

文化体験アクティビティの
種類や質の充実・
ブラッシュアップ

観光地やレストラン、
宿泊施設などでの英語・
多言語による案内、
表示のブラッシュアップ
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新型コロナ終息後に観光旅行したい国・地域
アジア居住者（n=3,822）

欧米豪居住者（n=1,840）

新型コロナ終息後の訪日旅行全般に期待したいこと
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反転攻勢に向けた基盤整備

観光産業は、新型コロナ感染症の影響により大変深刻なダメージを受けていることから、
①新型コロナ感染症拡大防止、②事業の継続と雇用の維持、③観光需要の回復、新たなビジネス
モデルの構築

の３点について、関係省庁と連携して重点的な支援を実施。

補助対象経費①新型コロナ感染症拡大防止

②事業の継続と雇用の維持

③観光需要の回復・新たなビジネスモデルの構築

・旅行者視点で感染防止のための留意点をまとめた「新しい旅のエチケット」
の作成、周知

・観光施設や宿泊施設における感染症拡大防止対策支援（サーモグラフィ導
入支援等） サーモグラフィー又は非接触型体温計の導入

・雇用調整助成金の要件緩和、継続
・持続化給付金制度の創出
・NHK受信料の減免

・実質無利子無担保融資の拡充
・中小企業経営力強化支援ファンドの創設

・Go To トラベル事業（令和２年度一次補正：約1兆3500億円）

・ポストコロナ時代の観光の実現 ①観光産業の高付加価値化
②観光地の受入環境整備等
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○ 国内旅行を対象に宿泊・日帰り旅行代金の35%を割引（7月22日から開始）
○ 加えて、宿泊・日帰り旅行代金の15%相当分の旅行先で使える地域共通クーポンを付与（10月1日から開始）
○ 国の支援額（旅行代金割引＋地域共通クーポン）は、１人１泊あたり２万円が上限（日帰り旅行は、１万円が上限）
○ １回の旅行で７泊分までを支援の対象。

65％
支払額

35％
旅行代金割引

15％
地域共通クーポン

1人1泊 20,000円の場合

・旅行先の都道府県＋隣接都道府県の土産物店、飲食店、観光施設、
アクティビティ、交通機関などにおいて、旅行期間中に限って使用可能
・1枚1,000円単位で発行する紙クーポン（商品券）と電子クーポン

国の支援額（計50%）

宿泊・日帰り旅行代金(100%)

総
額
の

総
額
の

総
額
の

20,000円の
旅行商品を選ぶ

支払額は13,000円
（旅行代金割引は7,000円）

地域共通クーポンによる還元
3,000円（旅行代金の15%）

失われた旅行需要の回復と旅行中における地域の観光関連消費の喚起を図り、ウィズコロナ時代にお
ける「安全で安心な旅のスタイル」を普及・定着させる。

Go To トラベル事業の概要
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Go To トラベル事業のこれまでの経緯

・７月１０日（金） 大臣会見：支援対象旅行開始時期公表（７/２２よりスタート）
・７月１６日（木） コロナ分科会：東京都を発着する旅行を除いて事業開始の案を了解
・７月１７日（金） 大臣会見：東京都を発着する旅行を除いて事業開始する旨公表
・７月２１日（火） 大臣会見：キャンセル料の取扱い等について公表
・７月２２日（水） Go To トラベル事業開始
・７月２７日（月） 事業本格開始（割引旅行商品販売開始）

・９月 ４日（金） コロナ分科会：地域共通クーポン開始時期の案を了解
・９月 ８日（火） 大臣会見：地域共通クーポン開始（１０/１～）、取扱店舗登録申請受付開始

・９月１１日（金） コロナ分科会：感染状況を見極めつつ、１０月１日（木）より東京発着の旅行について
支援の対象にすることについて了解

・９月１８日（金） 大臣会見：東京を発着する旅行について、正式に販売を開始して頂く旨、公表（９/１８正午～）
・１０月１日（木） 地域共通クーポン開始、東京発着の旅行を支援対象に
・１１月２４日（火）大臣会見：札幌市と大阪市を目的地とする旅行について、一定期間事業の適用を停止することを決定
・１１月２７日（金）第48回新型コロナウイルス感染症政府対策本部

：札幌市と大阪市に居住する方々に対し、一定期間事業の利用を控えるよう呼びかけ
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参加事業者

○ これまで、旅行者に対して、旅行会社・宿泊施設での申込時・チェックイン時における配布・掲示、各種HP
での掲載等により、Go To トラベル利用者の 「遵守事項」について周知・徹底を行ってきた。

○ さらに、旅行中にスマートフォン等での閲覧を容易にするため、「新しい旅のエチケット」や「Go To トラ
ベル利用者の「遵守事項」」の動画を9月10日よりYou Tube等で公開。

○ 旅程場面ごとに更にわかりやすいものとするため、「新しい旅のエチケット」について、見直し・充実を図
り、9月29日にリリース。観光関連事業者及び交通事業者において、各社のHPへの掲載、公式SNSでの配信、
空港・駅等のサイネージでの配信、機内・車内での配信など積極的な周知にご協力頂いているところ。

旅行者

Go To トラベル利用者の「遵守事項」に関する動画（一部抜粋）

○ これまで、各地方運輸局等が、８月中に合計100弱の宿泊施設に出向き、感染拡大防止対策の状況を調査。
○ 9月7日より、登録された全ての宿泊施設を対象として、感染症拡大防止策の実施状況について、実地調査を
行い、感染拡大防止に係る参加条件を満たしていない場合には、必要な指導・助言を実施。

○ 調査を行った23,245施設において、旅行者への検温の実施や客室の清掃・消毒等の感染防止対策、飲食施設
等の三密対策は９割以上の施設において確実に実施されていた。

○ 感染リスクが高いと考えられるビュッフェの対策が不十分であった施設や調査項目のうち半数以上について
取組が不十分であった施設などを対象として、速やかに二次調査を実施。

Go To トラベル事業における感染拡大防止対策について
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期 間

利用人泊数

割引支援額

７月２２日～１０月３１日

少なくとも約３,９７６万人泊
少なくとも約１,８８６億円※一部推計値含む

※一部推計値含む

一人泊当たり割引支援額

約４,７４３円

一人泊当たり旅行代金

約１３,５５３円

地域共通クーポン付与額

少なくとも約２０１億円
（１０月１日～１１月９日）
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Go To トラベル事業における利用実績（7月22日～10月31日）推計



延べ宿泊者数・客室稼働率の推移
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7/22
Go To トラベル事業開始

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」
注：令和2年1月～8月の数値については第2次速報値であり、令和2年9月の数値については第1次速報値。

（稼働率）

○ 国内の延べ宿泊者数及び客室稼働率は、5月25日の緊急事態宣言解除以降、旅行意欲の高まり

やGo To トラベル事業の実施、各自治体によるキャンペーンによって、回復傾向にある。

5/25
緊急事態宣言解除



〇地域経済を支える観光の再生と新たな展開のため、宿泊施設の高付加価値化や新たなビジネス展開や事業再生の

支援等による観光産業の収益力向上、デジタルトランスフォーメーション推進による観光サービスの変革を支援する。

○また、ワーケーション等の「新たな旅のスタイル」の普及を促進し、旅行需要の平準化に取り組む。

10

ポストコロナ時代の観光の実現～①観光産業の高付加価値化～

宿泊施設の高付加価値化

デジタルトランスフォーメーション
（顔認証を利用した観光地での

手ぶら決済のイメージ）

旅館の事業再生

Before

After

▶電源設備、休憩
用のレストルーム
等を完備した客
室への改装事例

ワーケーション・サテライトオフィス
（ゆったりと過ごせる客室への改修支援）

Wi-Fi環境整備支援



〇 インバウンド回復までの期間を活用し、デジタルトランスフォーメーションを推進しつつ、魅力的な滞在コンテンツ

造成や受入環境整備、バリアフリー化等を進める。
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ポストコロナ時代の観光の実現～②観光地の受入環境整備等～

分かりやすく魅力的な
多言語解説の整備

新たな生活様式に対応した魅力的なコンテンツ造成

アイヌ古式舞踊や伝統楽器ムックリの体験ツアー
（独自の感染症対策のマニュアル作成・チェックシートの導入等）

段差解消 観光案内所の整備改良

ICTを活用した
案内標識の整備

観光地の受入環境整備

地域の自然や文化を深く体験・体感できる先端技術
の活用による観光コンテンツの高付加価値化

デジタル技術を活用した観光コンテンツ例
（専用スーツの着用により雪山や火山帯の体験コンテンツを実現）
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